
業務概要

○沿　　革

昭和43年11月
昭和45年10月

昭和46年5月
昭和47年5月

昭和48年7月

昭和50年5月

昭和54年4月
昭和57年4月

昭和58年4月

衛生研究所に公害研究部を新設する。
衛生研究所公害研究部を廃止して，公害センターを新設し，庶務係，研究部（第
1科t第2科）を設置する。

テレメーター準備室を設置し，1係1部（2科）1室とする。
テレメーター準備室をテレメーター重と改め，研究部に第3科を設置する。
次長制を採用し、庶務係を庶務課と改め，研究部を廃止して，大気騒普部（第1

科・第2科）、水質部（第1科・第2科）を設置し，1課2部（4科）1室とする。
大気騒音部第1科・第2科をそれぞれ同部特殊公害科，大気科と改め，水質部第
1科・第2科をそれぞれ同部河川水質料，工場排水科と改める。
テレメーター室を大気保全課に移管し，1課2部（4科）とする。

庶務課を庶務部と改めるとともに，衛生研究所環境衛生部衛生工学科・廃棄物科
が移管され，それぞれ廃棄物部一般廃棄物科一産業廃棄物科と改め，4部（6科）
とする。

水質部に生活排水グループを設置する。

○組織及び業務内容

所・長一一十大　長

○職　　員

庶悪部＋－‡

諾悪書部1
大気騒音部

水　質　部

（i5）

総合的な企画，調整
予算，経理，文書
財産，物品の管理
その他庶務事務

特殊公害軒｛孟警苧霊宝詣忘

昭和58年4月1日現在
（）は人員

悪臭に係る調査・研究・指導
調査・研究・指導

環境大気中の粉じん有害ガス等に係る調査・研究

大気科一亡主慧巨ガス中のばい煙，有害物質等に係る詞卦
研・究・指導

河川水質料一⊂芸董聖霊讐宗墓誌若質に係る調査■研究一指導

工射水科」二諾悪霊冨蒜悪霊妄鴛票差若究億導

排水グループ。」二蓋霊監墓誌諾真宗慧：雷雲傭究

廃棄物荒肝一般廃棄物に係る調査・研究一指導

羞葉物荒一産業廃棄物に係る調査・研究・指導

昭和58年4月1日現在

区　　 分 人員

人　　　　　 員　　　　　 内　　　　　 訳

所　長次　長 庶者部

大気騒音部 水　　 質　　 部 廃 棄　物 部

部　長特 殊
公害科
大気科部　長河 J11水質村

工 場
排水科
生J吉＃巨
水クル
－フ○
部　長一般廃葉物科

産業廃
葉物科

事 務　史 員 4 1 3

1 1 7 5 ロ 6 4 2 1 2 3技 術 史 農 33

試験検査助手 3 1 6 1

自動車運転手 6 6

計 41 1 1 4 1 7 5 ロ 7 5 2 1 3 3
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○事務分掌
昭和58年4月1日現在

部 課　　 所　　　 職　　 名 氏　　　 名 事　 務　 分　 担

庶　 琴　 部

所　　　　　　　　 長 小 i畢　　　 進 所内統括

次　　　　　　　　 長 松　 本　 幸次郎 所長補佐

庶　　 務　　 部　　 長 吉　 澤　 幸　 男 部内統括，予算

経理，福利厚生，一般庶務

経理，物品，決算

主　　　　 任 倉　 橋　 久　 江

主　　　　 任 田「中　 翠　 子

技　　　　 師 金　 子　 光　 孝 自動車の運行・管理

大気騒音部

大　気　騒　音　部　長 北　 野　　　 拓 部内統括

特殊公害科

特殊公害課長 新　 井　 真　 杉 科内統括

主　　　　 任 小　 林　 良　 夫 騒音・振動の試験検査・調査研究

主　　　　 任 昆　 野　 信　 也 悪臭・光化学物質の試験検査・調査研究

主　　　　 任 松　 岡　 達　 郎 振動・騒音の試験検査・調査研究

主　　　　 任 湯　 沢　 修　 二 悪臭・自動車排ガスの試験検査・調査研究　　　　　　　　国

技　　　　 師 江　 角　 光　 典 自動車排ガス・悪臭の試験検査・調査研九

技　　　　 師 白　石　 英　 孝 騒音・振動の試験検査・調査研究

大　 気　 科

大　気　科　長 水　 上　 和　 子 科内統括

主　　　　 任 小　 川　 和　 雄 粒子状物質の試験検査・調査研究　　　　　　　プロ

技　　　　 師 石　 井　 達　 三 粒子状物質の試験検査・調査研冗

技　　　　 師 竹　 内　 庸　 夫 粒子状物質の試験検査・調査研究

技　　　　 師 須　 藤　　　 勉 有害ガスの試験検査・調査研究

水．雪雲　＝部

水　　　　　 部　　 長 和　 田　 雅　 人 部内統括

河川水質料

河川水質課長 五　 井　 邦　 宏 科内統括

主　　　　 任 須　 貝　敏　 英 河川水質等の試験検査 ・調査所究

主　　　　 任 松・本　 賢　 一 河川水質等の試験検査・詞査研究　　　　　　　東

主　　　　 任 野　 口　　　 勝 河川水質等の試験検査・調査研先　　　　　　国

主　　　　 任 柏　 崎　 三　 男 河jli水質等の試験検査・調査研冗

技　　　　 師 丸　 山　 由富雄 河川水質等の試験検査・調査研究

主　　　　 任 長　 島　 藤太郎 河川水質等の試験検査補助

工場排水手斗

工場排水課長 伊　 藤　 誠一郎 科内統括　　　　　　　　　 虎

主　　　　 任 谷　 口　 通　 朗 工場排水水質等の試験検査・調査研先　　　　　　　　如

主　　　　 任 山　 口　 明　 男 工場排水水質等の試験検査・調査研九

技　　　　 師 野　 尻　 喜　 好 工場排水水質等の試験検査・罰査研究

主　　　　 任 吉　 原　 ふみ子 工場排水水質等の試験検査補助　　　　　　　　如

生 活 排 水
グ ル ー プ0

主　　　　 任 北　 川　 豊　 明 生活排水水質等の試験検査・調査研九　　　　　　　　db

主　　　　 任 植　 野　　　 裕 生活排水水質等の試験検査・調査研苑

廃棄物部

廃　 棄　 物　 部　 長 吉　 岡　 勝　 平 部内統括

一般廃棄物科

一般廃棄物
科　　 長

丹　 野　 幹　 雄 科内統括

主　　　　 任 清　 水　 典　 徳 一般廃棄物の試験検査・調査研究

主　　　　 任 稲　 垣　 礼　 子 一般廃棄物の試験検査補助

産業廃棄物科

産業展葉物
科　　 長

小　 林　　　 進 科内統括　　　　　　 国

主　　　　 任 小　 野　 雄　 策 産業廃棄物の試験検査・調査研九

技　　　　 師 稲　 村　 江　 里 産業廃棄物の試験検査 ・調査所究
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○予　算

昭和57年度

歳　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

科　　　　　　　　 目 最 終 予 算 額 備　　　　　　　　　　 考

⑥ 使用料及び手数料 2 ，8 10，0 00

（2）手　　 数　　 料 2 ，8 10，0 00

1 ）総　 務　 手　 数　 料 2 ，8 10，0 00

2 環　 境　 手　 数　 料 2 ，8 10，0 00

⑦ 国　 庫　 支　 出　 金 5 ，05 0，0 00

（2）国 庫 補 助　 金 3 ，85 0，0 00

1 ）絵務費国庫補助金 3，85 0，0 00

4 環 境 費 補 助　 金 3，85 0 ，000

（3）委　　 託　　 金 1，20 0 ，000

1 ）総 務 費 委 託 金 1，2 00 ，000

4 環 境 費 委 託 金 1，200 ，000

歳　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

科　　　　　　 目

予　　 算　 （令　　 達）　 額
備　　　 考

公害センター分 行 政 等 各課 分 総　　　　　　 額

（∋ 稔　　 蕃　　 費 36，0 74 ，000

3 6，0 74 ，0 00

36，0 74，0 00

20 ，806 ，53 5 56 ，88 0，535

（2）捻　 蕃　 管　 理　 費 230 ，53 5 23 0，535

1 ）一 般 管 理　 費 166 ，1 15 16 6，115

3 職　 員　 手　 当　 等 20 ，00 0 20，0 00

9 旅　　　　　　　　 費 14 6，1 15 14 6 ，11 5

2 ） 人 事 管 理 費 64 ，4 20 64 ，4 20

9 旅　　　　　　　　　 費 19，4 20 19 ，420

19負担 金補 助 及 び交付金 4 5，00 0 4 5 ，000

（2）企　　　 画　　　 費 67 1，00 0 6 71 ，000

2 ） 企 画 調 整 費 67 1，00 0 671 ，000

9 旅　　　　　　　　 費 8 3，00 0 83 ，000

11需　　　　 用　　　 費 238 ，00 0 238 ，00 0

18備　 品　 購　 入　 費 350 ，000 350 ，00 0

（3）環　　　 境　　　 費 19，9 05 ，000 55 ，979 ，00 0

1 ） 環 境 遮 蕃 費 20 ，000 20 ，00 0

3 職　 男　 手　 当　 等 20 ，000 2 0，00 0

3 ） 公 害 対 策 費 16 ，728 ，000 52 ，80 2，0 00

7 賃　　　　　　　　　 金 1，30 2，0 00

3，2 29，0 00

85 ，00 0 1，387 ，00 0

8 報　　　 イ賞　　　 賛 37 5，00 0 37 5，0 00

9 旅　　　　　　　　 費 2 ，174 ，00 0 5，40 3，0 00

11需　　　　 用　　　　 費 11，30 7，0 00 13 ，68 1，00 0 24 ，98 8，0 00

12役　　　 務　　　 費 1，589 ，00 0

18 ，590 ，000

2 2，00 0 1，6 11，000

13委　　　　 託　　　　 料 100 ，00 0 100 ，000

15工　 事　 請　 負　 費 19 1，00 0 19 1，000

18備　 品　 購　 入　 費 100 ，00 0

3，1 57，0 00

18，690 ，000

27公　 課　 費

4 ） 廃 棄 物 対 策 費

57 ，000 57 ，000

3 ，157 ，00 0

7 賃　　　　　　　　　 金 184，0 00 184 ，00 0

9 旅　　　　　　　　　 費 109，000 109 ，00 0

1 1需　　　　 用　　　　 費 2，8 64，0 00 2 ，864 ，0 00
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昭和57年度事業概要

◎　大気騒音部

○特殊公害科

1　行政検査・行政調査

（1）自動車排出ガス調査

自動車排出ガス対策事業（大気保全課）のひとつとして，県内の主要幹線道路及び車両の渋

滞の著しい地点を対象として，一酸化炭素，二酸化窒素について，22市町の協力のもとにラ1

市町当たり約1か月の期間で調査を実施した。

（2）悪臭防止に関する調査

恵息防止対策事業（大気保全課）のひとつとして，埼玉県公害防止条例の悪臭規制対象工場

等の範囲を検討する基礎資料を得るために，三点比較式臭袋法による臭気濃度を測定した。調

査対象は，鋳物製造業，薬品製造業，下水処理場等37件である。

（3）低周波空気振動に関する調査

低周波空気振動調査事業（大気保全課）のひとつとして，低周波空気振動に係る市町村の苦

情処理に対し，技術的な協力を行った。

低周波空気振動の発生源となっているものは，主としてボイラー，コンプレッサー，キュポ

ラ，振動jlるい等で，苦情内容は，建具の振動，不快感，不眠，いらいら等であった0これら

の空気振動を測定解析し，苦情が解決するよう市町村を指導した0

（4）道路交通騒音に関する調査

道路交通公害対策総合調査事業（大気保全課）のひとつとして，道路交通騒音対策マニュア

ルを作成するために，道路施設別防音効果に関する調査を行ったQ調査対象は，環境施設最

速音築堤，堀割，遮普壁等で，各施設別の騒普レベル分布を求めるとともに，予測式の同定を

行った。

（5）騒音発生源のパワーレベルに関する調査

環境影響評価技術的事項調査研究事業（環境審査課）のぴとつとLて，工場騒普の予測精度

向上のために，施設別騒晋パワーレベル調査を行った0

調査対象は、県内の工場・事業場に多数設置きれている冷却塔，空気圧縮機，ボイラーで，

各施設について形式葺批　能力別に調査Lた。

その結果の一部を，本年報p．24～p．30に掲載した0

（6）大気汚染現況濃度推計方法に関する研究

環境影響評価技術的事項調査研究事業（環境審査課）のひとつとして，大気汚染濃度の予測

精度向上のために，大気汚染現況濃度の推定方法について検討Lた0推定方法は，距経の2乗

加重平均およぴ2次曲面方程式について検討L，大気汚染常時監視測定局の二酸化硫嵐二酸

化窒素のデータを用いて，推定値と実測値を比較した0

2　依頼検査

市町村の依頼により，悪臭，騒音，振動について検査を行った0

3　調査研究

（1）環境予測手法および情報処理技術に関する研究

環境影響評価制度の円滑な運用に必要な技術的基礎資料を得るために，既存の大気及び水質

にかかわる環境予測手法および情報処理技術を調査し，評価検討を加えた0特に，大規模な環
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境情等システムの運用，管理を行っている先進県（愛知県，大阪f軌　京都市）の状況を，重

点的に調査した。

（2）廃棄物熱エネルギー利用による公害実態調査（科学技術振興長の共同研究）

産業廃棄物の熱エネルギー利用の状況と，それに伴うばいじん，有害ガス，悪臭物質等の排

出実態を調査した。本年度の調査対象は，廃タイヤ，廃プラスチック利用施設である。

その結果については，「廃棄物の熟エネルギー利用による公害実態調査報告書（ⅠⅠ）に掲載

した。

（3）光化学二次生成物賀詞査（環境庁委託事業）

光化学大気汚染による健康被害のうち，主として眼の刺激症状の原因物質といわれている光

化学二次生成物質の実態を把握するため，当所を測定地点として，7月から8月にかけての4

週間，調査を行った。

調査項目は，PAN，アルデヒド類，ガス状硝酸，浮遊ふんじん中の硫酸根，硝酸根であり，

その結果については，「昭和57年度　光化学二次生成物質調査」に掲載した。

（4）有害物質全国総点調査（環境庁委託事業）

大気中の水銀，ホルムアルデヒド，ベンゾ（a）ビレンについて全国的な規模で測定し，その汚

染実態を把握することを目的として，調査を実施した。

調査時期は，夏期（8月）および冬期（12月）の各5日間，調査地点は戸巨卜蕨，公害セン

ター，岩槻大気汚染常時監視局である。調査の結果については，「有害物質全国総点検調査報

告書」に掲載した。

4　昭和57年度試験検査実施状況

検査項目窒　　 素 自 動 車
排 ガ ス

（自動測定機）

法　　 定 その他の 悪臭物質
騒　　 音 振　　 動

低 周　 波
計

検査の種類
酸 化 物 悪臭物質 有模物質 （官能法 ） 空気振動

行　 政 2，40 0 14！7 84 32 0 1 11 87 5 3 10 90 18 ，602

依　 頼 24 0 6 0 0 6 0 5 2 97

研　 究 0 0 0 2 ，620 0 0 0 0 2 ，620

計 2，4 24 14，7 84 38 2 ，620 111 93 5 315 92 2 1，3 19

○大気科

1　行政検査・行政罰査

（1）酸性降雨等の調査

酸性降雨等対策事業（大気保全課）のひとつとして，降雨毎に雨水の採取を行い‡軌電気伝

導度，硫酸イオン，硝酸イオン，塩素イオン，アンモニウムイオンの分析を実施した0

雨水成分の経年変化，雨水成分相互の関係及び酸性降雨原因物質の検討等を行った。さらに，

県内広域で酸性降雨出現日について，気象条件の検討も行った。

また，梅雨期の2週間，湿性大気汚染調査（調査地見浦和・熊谷）を1都7県共同で実施

し，広域汚染の実態把握，酸性降雨の汚染機構の解明を試みた。

（2）浮遊粉じん中の重金属調査

大気環境特別対策事業（大気保全課）のひとつとして，一般環境中の浮遊粉じんに含まれる

重金属による汚染の実態を明らかにする目的で調査を実施した。
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戸田・所沢t越谷‥大宮・熊谷の各市測定地点において，毎月罰査を行った0調査項目は粉

じん量，クロム，バナジウム，鉛，カドミウム，亜軋及びニッケルである0

各金属の地域汚染分布，季節による変軌経年変化等について検討を行った0

（3）沿道粉じん調査

道路交通公害対策総合事業（大気保全課）のひとつとして，自動車走行に伴う浮遊粉じん，

硫酸塩及び重金属による沿道汚染の程度・範囲を明らかにする目的で，久喜市内県道大宮栗腐

線沿道において，粉じんの実態調査を行った0

交通量と浮遊粉じん濃度との関係，浮遊粉じん及び重金属の粒径分布，各金属の挙動につい

て検討したが，その結果については，本年報p・12～p・18に掲載した0

（4）デジタル粉じん計の重量濃度変換係数（F値）の算出

大気汚染状況測定事業（大気保全課）のひとつとして，常時監視測定で使用されている光散

乱デジタル粉じん計による浮遊粉じんの測定値を，重量濃度に換算するため，F値を求める調

査を■行った。

浦和・川口・戸田・所沢■越谷の大気汚染常時監視測定地点において，毎月2回ローポリウ

ムエアサンプラーを用いて浮遊粒子状物質の測定を行い，F値を算出し，デジタル粉じん計に

よる測定値を補正した。

（5）ばい煙発生施設の調査

大気汚染発生源規制指導事業（大気保全課）のひとつとして，工場・事業場から発生するば

いじん及び有害物質の測定等を行った。

（6）苦情対象施設に関する調査

公害監視指導事業（大気保全課）のひとつとして，苦情対象工場∴事業所及びその周辺環境

にかて，汚染の実態を把握する目的で，ばいじん及び有害ガス等の測定を布い，苦情等に対

する適切な指導を行うための基礎資料としたロ調査対象は舘二次精練施設，コンクリートニ次

製品製造施設等であった。

2　依頼検査

市町村からの依頼により，降下ばいじん及び硫黄酸化物について検査を行った0

3　調査研究

（1）沿道大気汚染構造に関する研究

沿道大気汚染の現況を適確に把握L，そのメカニズムを発生源・環境の両面から総合的に検

討するため，自動車排出ガス量データ及び全国の自動車排出ガス測定局の略測定結果等を収

集L，その評価を行った。

次年度はこれら収集・整理したデータをもとに，交通量と沿道粕濃度，NO適度とNO過

度の統計的解析等を行う。

（2）都市ごみ焼却における公害防止に関する調査研究

都市ごみ焼却施設のばい煙排出実態を明らかにし，公害防止技術の検討を行うため，県内事

業場に対し施設概要，稼動状況，自主ばい煙測定結果等のアンケート調査を行った0その結果

に基づきバッチ式燃焼炉及び連続式燃焼炉を代表する施設について，ばいじん及び重金属の粒

径分布，NO”SO∬，ECl，C12，ハロゲン化炭化水素及び水銀等の調査を実施した0

なお，次年度はばい煙処理装置の効率調査，ばい煙生成抑制技術の検討等を行い，その結果

をまとめることとしている。

（3）環境測定分析統一精度管理調査（環境庁委託）
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コールフライアッシュ中の鉛，銅，ニッケル・マンガン．バナジウム及びクロムについて，

指定及び任意の分析方法でクロスチェック分析を行っキ。

4　昭和57年度試験検査実施状況

検査項目

pH
電　 気硫　 酸硝　 酸塩　 素 アンモ

‾ア

ホルム
アル‾、粉じん

煙 道

1

墜 下
クロム
ハ　 ナ カ　 ト

鉛 亜　 鉛
ニ　 ソ

鉄
マ　 ン

検査の種粗
伝導度 イオンイオンイオン

－ イ
オン
　 丁
ヒト

は ゝ
じん
はい
じん

シウム ミウム ケ　ル ガ　ン

行　　 政 167 167 315 167 167 167 41 836 0 6 60 60 91 91 91 91 162 91

依　　 頼 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35 0 0 0 0 0 β 0 0

研　　 究 0 0 84 112 96 0 40 108 209 0 75 12 69 72 69 81 69 69

計 167 167 399 279 263 167 81 944 209 41 135 72 160 163 160 172 231 160

検査項目

銅
カルシアルミナトリ

水　 銀
窒　 素硫　 黄塩　 化 カス状

塩　素 メタン
ハロケ

ン化炭 酸　素
アセト
アルデ

排カス
中の水 流　速 計

検査の種類
ウ　ムニウム ウ　ム 酸化物酸化物 水　素硝　 酸 化水素 ヒト 分

行　　 政 0 142 0 142 0 30 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3，097

依　　 碩 0 0 0 0 0 0 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 59

研　　 究 81 183 72 282 50 50 21 田 40 3 8 8 80 40 12 46 2，152

計 81 325 72 424 50 80 58 田 40 3 8 8 80 40 12 46 5，308

◎　水質部

○河川水質料

1　■行政検査・行政罰査

（1）公共用水域の定期水質測定

主要河川泉質監視事業（水質保全課）のひとつとLて，荒川水系ほか3水系について，水質

測定を実施Lた。水系別測墓地点数等は次のとおりである。

水系別測定地点等

水　 系 河川敷
公害センター採水地点 （類型別） その他

建 設省
政令3市

計
A B C D E 計

荒　　　 川 19 6 8 （1）

4 （1）

ロ

10（1）

2（2）

11（1）

3（2）

17 25 42

新 河 岸 川 6 6
田 0 田

利　 根　 川 7 6 5 10 15

中　　　 川 8 13 6 19

計 40 7
12（2） 11（1）l 2（2） 14（3） 46 41 87

公害センター分析地点 7
12　　 4 t

3 26

（）は環境基華類型指定のない水城で，合流先河川の頬型を含めたものを示す。

（2）公共用水域等の水質異常に係る水質検査

魚類のへい死，浮上水質の環境基準超過等の事態発生（13件）に伴う水質分析（38検体）

を行った。

2　調査研究

（1）都市河川の汚濁特性に関する調査

汚濁の著しい不老川を対象とした定期調査，通日調査を行い，河川における汚濁の特性・紘

一　7　一



量などを把握した。結果を本年報p．31～p．舶に掲載した。

（2）水質自動測定器による水質評価に関する調査研究

自動測定器を用いて河川水質を評価するためには，採水点の状況，採水・分析装置の性能，

稼動状況等に関する十分な把握が必要である。本年度は入間川自動測定室において，無機イオ

ン濃度を総合的に示す電気伝導度計を中心に上記の事項を調べ，測定データより水質の評価を

行った。結果については本年報p．44～p．50に掲載した。

3　昭和57年度試験検査実施状況

検査項目と
その件数

検査の種

pH D O B O D C O D S S
大腸菌

群 数

n －へ
キサン
抽 出

物 質

カ ト

ミウム
シアン 有機

リン
鉛
六 価

クロム
ヒ　素 給水銀 導電率

塩 素

イオン M B A S

行　　 政 330 31 6 3 18 32 1 3 18 24 0 30 3 19 33 7 15 6 3 19 32 2 319 3 12 3 2 2 3 12 0

研　　 究 14，139 14，139 1 57 17 1 1 44 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16，278 1 44 14 4

計 14，469 14，455 4 7 5 49 5 4 6 2 24 0 30 3 19 33 7 15 6 3 1 9 3 22 31 9 3 1 2 16，600 4 5 6 14 4

　 u査項目と－
その件数

検査の種類

リン酸

性リン
稔窒素 絵リン

アンモ

ニ7 性
窒 素

捻

クロム
鋼
フェノ

－ル戴
P C B その他 気温 永温 透視度 臭気 色相 流量 計

■行　　 政 31 2 0 3 1 2 3 0 4 5 0 1 7 6 72 6 7 2 6 72 67 2 6 7 2 7 2 8，676

研　　 究 144 17 1 17 1 1 7 1 0 0 0 0 26 4 1 44 14，139 1 44 0 0 14 4 60，808

計 4 5 6 17 1 4 8 3 1 74 0 4 5 0 28 1 8 16 14，811 8 16 67 2 6 7 2 2 16 69，484

○　工場排水科

1　行政検査・行政罰査

（1）工場・事業場排出水汚染状況調査

工場・事業場排出水規制事業（水質保全課）のひとつとLて，水質汚濁防止法及び県公害防

止条例に基づき，汚濁水発生源に対Lて，排水基準を遵守きせるため，工場一事業場56説か所，

629検体について，水質検査を行った。工場・事業場への立入，指導，採水等は保健所（中央，川扇乱

熊谷，春日部）の公害監視室が行った。公害センターが水質検査を行ったものは次のとおりである。

特 定 施 設番 号 特　　 定　　 施　　 設 検 体 数

7 2 し 尿 処 ≡壁 施 設 137

6 5 酸 又は アル カ Ij 表 面処 理施 設 91

66 電気 め っ き施 設 84

64 － 2 水　 道　 施　 設 18

53 ガラス 又 は ガ ラス製 品製 造施 設 17

7 1 － 2 科学 技 術 に関 す る研 究， 試 験検 査機 関 17

2 畜産 食料 品製 造業 施 設 1 5

67 洗 た く業 洗 浄施 設 　　 14
H
H

その他 13 5

条例 規 制 対 象施 設 101

計 6 29
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（2）事故発生時の原因究明調査

公共用水域において，有害物質の環境基準超過，魚類のへい死，浮上等の事故時に，その発

生源及び原因物質の究明のため，9件について水質分析を行った。

（3）着色排水脱色試験

都市河川浄化対策推進事業（水質保全課）のひとつとして，汚濁の著しい都市河jllの浄化を

図るため，事業場から排出される着色水について，原水，処理水の水質分析を行い脱色のため

の基礎資料を得た。

2　調査研究

（1）排水処理法実態調査（科学技術振興長の共同研究）

工場t事業場の排水基準違反件数は，監視指導の強化により，徐々に減少してきているが，

しかし依然として排水基準を超過する工場・事業場が多い。これらの工場，事業場については

排水処理施設の推持管理技術の向上及び管理体制の整備等の指導が必要なことから工場・事業

場の生産工程，排水処理施設の構造，処理効果及び維持管理状況等についての調査を行い，そ

れらの問題点を調査・解明した。本年度はパルプ，紙，紙加工品製造業について調査を行った。

なお，この結果については「環境浄化対策・省エネルギー省資源対策に係る共同研究報告書」

に掲載した。

（2）生物学的排水処理における生物相の検討

生物学的排水処理法は，生活排水等の汚水処理に広く採用されている。最近，従来の一般的

な生物学的排水処理とは異なる土壌被覆型の処理法が，生活雑排水処理等に採用きれるように

なってきた。そこで，この排水処理にかかわる生物の種類について検索を行った。その結果を

本年報p．63～p．67に掲載Lた。

3　昭和57年度試験検査状況

検査項呂

検査の種類

PH B O D S S C O D シアン
絵

クロム

六 価

クロム

カド

ミウム
章告 銅 亜鉛

慮解性

鉄

溶解性

マンガン

ヒ素
フェノ

ール短

有機

tj ン

n ■
ヘキサ
ン抽出
物質

幾水温

行　　 政 621 4 8 8 48 4 33 0 6 8 6 7 9 1 29 4 6 70 8 2 60 1 6 9 4 ロ 51 16

研　　 究 280 7 2 7 2 72 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 90 1 56 0 55 6 40 2 68 67 9 1 29 4 6 7 0 8 2 6 0 16 9 4 ロ 51 16

‾■ ≡誓桓≡

検査の種類

7ルキル

東 銀

フッ素 濁 度 全リン 全室葦
油の赤

外吸収

アンモ

ニア性
窒素
P C P

活 性

汚 泥

S S分

B O D

（D）

C O D

（D）

残 留

塩素
色相 透視度 生物相 導電率 水銀 計

行　　 政 田 27 0 0 0 3 ロ ロ 0 0 0 ロ 0 0 0 ロ 0 2 ，57 8

研　　 究 0 0 7 2 90 90 0 0 0 6 35 72 0 2 08 2 08 6 2 80 2 0 8 1，77 1

計 11 27 7 2 90 90 3 ロ ロ 6 35 72 1 2 08 2 08 6 28・1 20 8 4 ，34 9

◎　廃棄物部

○一般廃棄物科

1・行政検査・行政調査

一般廃棄物処理施設等検査監視指導事業のひとつとして，県内のし尿処理施設，ごみ処理施設

などを対象に維持管矧こ関する検査を実施した。なお，し尿処理施設については年度内2軌合

計108施設116検体，ごみ処理施設では年度内1臥53施設70検体，さらに，し尿浄化槽関係のもの
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について5施設5検体の検査をそれぞれ行った。

2　一般依頼検査

し尿浄化槽放淀水（89検体）並びにし尿処理施設における一，二次処理水及び放滝水など（63

検体）についての水質分析を実施した。

3　調査研究

河川水の汚染浄化対策に関する衛生的総合調査（科学技術振興長の共同研究）

衛生研究所，水産試験場との共同研究として，二河川（新河岸川，入間川）の水質及び底質調

査などを行った。その結果については，「環境浄化対策・省エネルギー省資源対策に係る共同研究

報告書」に掲載した。

4　昭和58年度試験検査実施状況

検査項目

査の極致

PH

溶 有

酸素 量
B O D C O D S S

大腸菌

群 数
カトミウム 鉛 給水 銀

塩 素

イオ ン

リン酸

イ オン

全窒素

検＿

行　 政 132 0 13 7 13 2 13 2 1 16 16 1 6 0 1 16 0 0

依　　 粗 92 0 14 6 22 9 1 26 1 04 0 0 6 52 2 4

研　　 究 28 2 8 28 28 28 0 0 0 16 28 28 8 8

計 25 2 28 3 1 1 38 9 2 86 22 0 1 6 16 22 1 96 30 9 2

検査項目

査 垂飽

全 リン
7 ンモニア

性窒素

亜硝 酸

性 窒素

硝酸性

窒 素

有機態

窒 素

透視度 色　 調 水　 分
強 熱

減 量

熱 灼

減 量
全シ7 ン 計

検 の章

行　 政 0 116 0 0 0 0 0 0 0 5 4 0 9 67

依　　 組 2 54 4 4 0 14 0 0 0 0 ロ 84 0

研　　 究 60 0 47 2 7 0 13 6 7 13 0 1 6 52 5

計 62 1 70 5 1 6 7 14 13 67 1 3 54 17 2，33 2

○産業廃棄物科

1　行政検査・行政調査

（1）産業展葉物監視指導事業等に伴う行政検査

産業廃棄物の不法投棄事件や，最終処分に関する埋立地周辺住民からの苦情処理などに係る

行政検査を実施Lた。検査は手繰水銀，カドミウム・鉛など28項目について行い，紐検査項目

数は1，571であった。

（2）産業廃棄物中間処理による生成物の安定度実験

有害物質を含む汚泥の処理について，中間処理事業基本計画策宝事業（環境整備課）のひと

っとして，溶融・焼結－コンクリート固化など中間処理した生成物の安定化・無害化の程度に

ごいて知るための調査を行った0
詳細については，「産業廃棄物中間処矧こよる生成物の安定度実験報告」として環境整備課へ

提出した。

2　一般依頼検査

上水汚泥などの埋立可否について4件，36項目の依頼検査を行ったQ

3　調査研究
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（1）排水中各種成分の除去機構に関する研究（科学技術振興長の共同研究）

航・パルプ工場排水の処理過程における単位操作ごとの除去特性や除去効率などを調べ，貴

通な排水処理の方法について検討した。結果については，「昭和57年度環境浄化対策・省エネル

ギー省資源対策に係る共同研究報告書に掲載した。

（2）スラッジ及びミミズt糞粒中の有害物質の検索（科学技術振興長の共同研究）

ミミズによる産業廃棄物（製紙汚泥）の有効利用に関する環境汚染の問題などについて調査

した。調査結果については，「昭和57年度環境浄化対策・省エネルギー省資源対策に係る共同研

究報告書に掲載した。

4　昭和57年度試験検査実施状況

検査項目

検査の瞳柏

pH 導電率 給 水銀 カトミウム 鉛
有機 リン

農　 薬
総 クロム

六 価

クロム
ヒ　 素 全 シアン P C B

行　　 政 110 10 4 9 8 10 6 10 6 9 6 1 9 7 10 6 9 6 2 6

依　　 頼 4 0 4 4 4 4 0 4 4 4 4

研　　 究 92 9 6 1 19 1 19 1 19 0 1 26 9 2 1 19 3 1 0

計 206 2 00 2 2 1 2 29 2 29 1 3 1 87 1 93 2 29 1 31 30

検査項目

検査の種類

B O D C O D 塩　 素 カリウム
ナ ト

リウム

カ ル

シウム

マ グネ

シウム
鉄 マ ンカ、ン 鋼 亜　 鉛

行　　 政 37 3 7 1 8 3 9 3 9 3 9 3 9 5 7 5 7 5 7 5 7

依　　 頼 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

研　　 究 0 96 4 田 田 34 四 29 34 3 4 3 1

計 37 1 33 22 50 50 73 50 86 9 1 9 1 8 8
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ニッケル フ ッ素 イオウ 全窒 素
アンモニ7

性 窒素

硝 酸性

窒 素

亜硝 酸

性 窒素

有機 態

窒 素
S S 水　 分 粒　 径

行　　 政 44 1 2 2 3 1 4 14 14 14 1 4 2 5 18

依　　 頼 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

研　　 究 16 0 3 4 8 2 4 24 24 2 4 0 9 0

計 60 12 2 6 6 2 38 38 3 8 3 8 2 14 18

検査項目

検査の種類

熱 灼

減 量
リグニン 机　 糖

紫外線

220 n m

紫外線

25 4 n m

紫 外線

280 n m
色　 相

紫外線

吸光度

分子量

分 画
全 リン 計

行　 政 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 ，57 1

依　　 頼 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 6

研　　 究 5 48 4 8 24 24 24 144 24 96 5 1 1 ，868

計 7 48 4 8 24 24 2 4 144 24 9 6 5 1 3 ，47 5
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